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特集：『第５回全国家庭動向調査（2013年）』の個票データを

利用した実証的研究（その１）

第5回全国家庭動向調査の無回答の発生状況ならびに

平成25年国民生活基礎調査（世帯票）

の個票データとのマッチングに関する検討

山内昌和・菅 桂太・菊池 潤

Ⅰ．はじめに

全国家庭動向調査は，国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研とする）が5年に

1度実施する反復横断調査であり，1993年の第1回調査以降，1998年，2003年，2008年，

2013年の5回にわたって実施されてきた．この調査の目的は，家庭内における出産・子育

て，老親の扶養・介護をはじめとする家庭機能の実態とその変化を捉えることである．そ

の成果は，報告書（厚生省人口問題研究所 1995，国立社会保障・人口問題研究所 2000，

2007，2011a，2011b，2015a，2015b）や雑誌「人口問題研究」の特集号１）等で公表され
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本稿は，第5回全国家庭動向調査（以下，第5回調査とする．他の調査回についても同様の表記

とする）の無回答の発生状況と，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票データとのマッチン

グについて検討するものである．

まず，第5回調査の無回答のうち欠票，すなわち標本のうち無効となったものについて検討した．

標本に占める欠票の割合を意味する欠票率は，第4回調査までは増加傾向にあったが，第5回調査

では第4回調査とほぼ同じ36.1％であった．この欠票率を未配布率，未回収率，無効率に分解する

と，未回収率は低下していたが，未配布率と無効率は上昇していた．未配布と未回収の理由として

は，いずれも標本となった世帯に接触できなかったことを意味する不在（全国家庭動向調査では調

査員が調査票の配布と回収を担う）が多く，第4回調査より高い割合を占めていた．

次に，第5回調査の無回答のうち不詳，すなわち集計の際にいわゆる「不詳」や「無回答」等と

して処理されるものについて検討した．変数別およびケース（集計表作成に利用した客体のこと）

別に分析したところ，第4回調査に比べ，不詳割合の低い変数やケースが増えた．また，データク

リーニングによる調査結果への影響を検討したところ，変数別およびケース別のいずれにおいても

データクリーニングが不詳割合の減少に寄与していることが分かった．

続いて，データマッチングについては，第5回調査の地区番号，単位区番号，世帯番号，妻の出

生年月の4つの識別子を用いて平成25年国民生活基礎調査（世帯票）との照合を試みた．その結果

マッチング可能と判断できたデータは，第5回調査のうち93.3％，平成25年国民生活基礎調査（世

帯票）のうち61.7％であった．

以上を踏まえ，最後に第5回調査のデータ利用上の留意点や今後の調査の課題について考察した．

1）全国家庭動向調査に関係する「人口問題研究」の特集号は次の通りである．第54巻3号，第57巻2号，第57

巻3号，第63巻4号，第66巻4号，第67巻1号，第68巻1号，第72巻1号．



てきた．

本稿は，第5回全国家庭動向調査（以下，原則として第5回調査とする．なお，他の調

査回についても同様の表記とする）の分析や結果の解釈に必要な基礎的情報の提供と，今

後の調査実施に向けた課題の明確化を目的として，第5回調査の無回答の発生状況ならび

に平成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票データとのマッチングについて検討するも

のである．

全国家庭動向調査の無回答の発生に関する検討は，前述の報告書を除き山内（2012a，

b）が行った．山内（2012a）では第4回調査における無回答の発生状況と標本属性の関

係について分析し，山内（2012b）では第1回調査から第4回調査で集計対象となった有

配偶女性の年齢や仕事の有無，学歴といった基本属性について国勢調査の結果と比較して，

無回答の集計結果への影響を検討した．本稿では，山内（2012a）の分析を参考にしつつ，

第5回調査の無回答の発生状況について第4回調査の結果と比較検討する．本作業は，無

回答の発生状況を把握することに加え，後述する第5回調査で導入した変更点の影響を評

価するために実施するものである．

国民生活基礎調査（世帯票）の個票データとのマッチングは第2回調査の際に実施され，

その結果は報告書にまとめられている（国立社会保障・人口問題研究所 2000，pp.119-

120）．第2回調査では有効標本である世帯を構成する全世帯員についてデータマッチング

が行われたが，第5回調査については結婚経験のある女性のみを対象としてデータマッチ

ングを行う２）．同作業は，データマッチングを前提とした調査設計の可能性と，国民生活

基礎調査に含まれる結婚経験のある女性を全国家庭動向調査がどの程度補足できたのかを

評価するために実施する．

以下，Ⅱで調査員調査による大規模な標本調査を念頭に置きつつ日本で行われた既存研

究について概観し，Ⅲで第5回全国家庭動向調査の調査デザインについて，第4回調査か

らの変更点を含めて整理する．続くⅣとⅤで無回答を構成する欠票と不詳について，それ

ぞれ第4回調査と比較しながらその発生状況を明らかにする．さらにⅥでは，平成25年国

民生活基礎調査（世帯票）の個票データとのマッチング結果を整理し，Ⅶで全体をまとめ

る．

Ⅱ．既存研究

1． 無回答

無回答は社会調査では必ずと言ってよいほど発生する．全国家庭動向調査を含む標本調

査の場合，無回答（surveynonresponse）は欠票（unitnonresponse）と不詳（item

nonrespose）に区別される（Grovesetal.2001）．このうち欠票とは，標本のうち無効
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2）全国家庭動向調査では，被験者の負担軽減の立場から，第4回調査以降，世帯員全員の続柄や性別，出生年

月，従業上の地位といった情報を調査しない形式に改めた．そのため，第2回調査と同じようなデータマッチ

ングを実施することは困難である．



となったものである．これには，調査票への記入状況が悪かった標本だけでなく，調査協

力を得られなかった標本も含まれる．それに対して不詳とは，調査票への回答内容が未回

答や誤答３）などのために集計表で「不詳」や「無回答」等として処理されるもののこと

である．

欠票と不詳はいずれも調査結果の非標本誤差の要因の1つであり，その発生状況を分析

することは調査結果を適切に理解するために必要である．そのため，標本調査では欠票や

不詳に関する何らかの情報提供がなされることが一般的である．なかには欠票や不詳に関

する分析が比較的多くなされている標本調査も存在する．その例として，日本版総合社会

調査４）（朝倉 2006，2007；善教 2011；保田 2005，2008；保田・宍戸・岩井 2008；埴淵

ほか2012など）や慶応義塾家計パネル調査（宮内・McKenzie・木村 2005，2006；木村

2005，2006；直井 2007，2008，2009など）を挙げることができる．

欠票や不詳に関する分析は，単にその発生状況を示すにとどまらず，発生を抑制するた

めの知見を得たり，調査結果への影響を評価するといった目的にも資するものである．前

者の例としては，欠票の軽減を目指して調査員の行動と欠票との関係を分析した保田・宍

戸・岩井（2008），質問紙調査とWeb調査の併用によって欠票が減るのかどうかを検討

した山本・直井（2011），欠票や不詳の分析を通じて調査票の改善について論じた山内

（2012a）などがある．後者の例としては，調査結果の示す時系列変化に対する欠票増加

の影響を論じた佐藤・武下（2009），欠票を多数含む場合に調査結果から妥当な母集団の

推定値を算出する方法を論じた星野（2010）や土屋（2010），新田（2004），欠票となった

標本の回答を推定する方法を論じた土屋（2005），不詳の補正方法と分析結果への影響を

論じた保田（2000a，2000b，2005）などがある．

2． データマッチング

本稿でいうデータマッチングとは，同一標本に対してなされた複数の異なる統計調査の

個票情報を共通の識別子を利用し，個票レベルで連結する完全照合（exactmatching）

のことである．完全照合には他に，同一母集団を対象とした2つの全数調査の個票情報を

共通の識別子を利用して連結するものがある．また，完全照合以外のデータマッチングに

は，統計的照合（statisticalmatching）と呼ばれるものがある．これは，同一標本或い

は同一母集団を対象としてなされた複数の異なる統計調査の結果を共通の識別子がないに

もかかわらず標本属性などの情報を利用して連結する場合や，対象の異なる統計調査をあ

たかも同一対象の統計調査であるかのようにみなして連結するものである．

完全照合によるデータマッチングの研究成果には次のようなものがある．美添・荒木

（2000）は，総務省の家計調査と同調査の一部標本を対象として実施される貯蓄動向調査

とのデータマッチングを行って，収入，貯蓄，消費支出に関する分析を行った．橋本ほか
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3）例えば，1～4の数値を記入すべきところにそれら以外の数値や文字が記入されているものがある．こうし

た場合，データクリーニングの過程で不詳に置きかえるといった処理がなされる．

4）JGSS（JapaneseGeneralSocialSurveysの略称）と称されることも多い．



（2001）は，旧厚生省所管の統計調査についてデータマッチングの実施可能性を整理し，

国民生活基礎調査とその後継調査である国民栄養調査の個票データがどの程度マッチング

できるのかを検討した．川戸ほか（2003）は，国民生活基礎調査とその後継調査である国

民栄養調査とのデータマッチングを行って，生活習慣と自覚症状との関連を分析した．石

井（2013）は，国民生活基礎調査とその後継調査である出生動向基本調査とのデータマッ

チングを行って，子供数と健康に関する諸指標との関連を分析した．

Ⅲ．第5回全国家庭動向調査の調査デザイン

全国家庭動向調査は，社人研が毎年実施する「社会保障・人口問題基本調査」の中の1

つであり５），国民生活基礎調査の体系の中で実施されている．図1は平成25年国民生活基

礎調査の体系を示したものである．平成25年国民生活基礎調査では，平成22年国勢調査に

よる調査地区のうち，後置番号が1と8の地区から5,530地区を標本抽出し，この地区に

居住する全世帯の名簿が作成され，世帯票・健康票の調査が実施される．このように抽出

された世帯の標本は図の下側に示された様々な後続調査の親標本となっており，後続調査

である第5回調査はここからさらに標本抽出された地区の全世帯に対して実施される．石

井（2013）が指摘するように，後続調査は国民生活基礎調査（世帯票）のための親標本を

第一相標本とする二相抽出法により標本抽出されており，両調査の結果は原則として完全

照合によるデータマッチングが可能である６）．

第5回調査の実査では，地方自治体や保健所の協力のもと，地方自治体によって選ばれ

た統計調査員が配票・回収する訪問留置法で実施された．調査票の配布に際しては，原則

として標本となった世帯の世帯員に面会し，配布するよう依頼している．調査実施日は

2013年7月1日であり，おおむね6月下旬から7月上旬が実査の期間となる．

全国家庭動向調査が想定する回答者は，結婚経験のある女性７）である．そのため各世

帯に配布された調査票への回答は，結婚経験のある女性がいる場合には当該女性８）が，

結婚経験のある女性がいない場合には世帯主が回答する９）．世帯主が回答した調査票も結
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5）「社会保障・人口問題基本調査」には，世帯動態調査，出生動向基本調査，人口移動調査，生活と支え合い

に関する調査が含まれる．

6）ただし，国民生活基礎調査の実施（6月6日）から全国家庭動向調査の実施（7月1日）の間に世帯や世帯

員の転出入，世帯の統廃合が起こることや，調査対象者名簿の作成などの対象者の選定に係る問題，世帯員の

識別子として用いる性・出生年月の不詳や誤回答，パンチングエラーなどの存在により，完全照合によるデー

タマッチングには困難な面がある．参考までに，2000年10月1日に実施された国勢調査とその2ヶ月半後の

2000年12月15日に実施された事後調査を比較すると，国勢調査の集計対象世帯数57,523のうち事後調査時点で

同じ調査区に居住していたのは93.95％であった（松村，2003）．

7）結婚経験のある女性には配偶関係が有配偶と離死別の場合がある．公表段階では有配偶女性のケースについ

て集計・分析した結果を報告し（鈴木ほか 2014），報告書（国立社会保障・人口問題研究所 2015a）を刊行

した後，離死別女性のケースについて集計・分析した報告書を作成した（国立社会保障・人口問題研究所

2015b）．なお，第3回調査までは有配偶女性のみを調査対象としていた．

8）結婚経験のある女性が複数含まれる場合，もっとも若い結婚経験のある女性が回答する．

9）結婚経験のある女性がいない世帯で世帯主が調査票に記入する場合，回答が必要な設問は世帯の規模と構成

に関するもののみである．



婚経験のある女性が回答したものと同様に回収されて後述のデータ入力やデータクリーニ

ングが行われるが，集計・分析の段階で除外される．

調査に使用する調査票は1種類のみである10）．調査票は両面印刷されたA4用紙で20枚

から成り，このうち設問に関する部分は16枚分，設問は問1から問30まであり，変数11）

の数にして613である．主要な調査項目は従来同様，①夫婦の人口学的・社会経済的属性，

②両親・子どもに関する事項，③出産・育児，扶養・介護に関する事項，④日常生活での

サポート資源に関する事項，⑤夫の家事・育児に関する事項，⑥夫婦関係に関する事項，
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図１ 平成25年国民生活基礎調査の体系

10）調査票については社人研HP（http://www.ipss.go.jp/tosho/questionnaire.html）または報告書（2015a,

pp.155-174）を参照のこと．

11）ここでの変数とは，個票データを構成する項目のことである．例えば，結婚経験のある女性の結婚開始年月

に関する問1（4）（ア）に関しては，個票データでは「元号」，「年」，「月」という項目で構成されており，変数

の数としては3ということになる．



⑦子どもや家族に関する考え方（意識）に関する事項，⑧資産の継承に関する事項，であ

る．なお，回答が必要な項目は，回答者自身の配偶関係や就業履歴，子の有無や年齢，親

の生死，家族介護の状況によって異なる．

調査票回収後は，国立社会保障・人口問題研究所で回収票の点検作業を行い，データの

入力とデータクリーニング，集計に必要な変数の作成，集計表作成の順に作業を実施する．

データクリーニングには，値範囲が不適切な場合や回答内容に論理エラーがある場合に回

答を修正する作業のほか，記入内容に不備が多いものを無効票12）として除外する作業も

含まれる．

第5回調査では，第4回調査の結果を踏まえて主に下記6点を変更した．最初の3点は

実査に関わること，残る3点は調査票に関わることである．

1点目は世帯名簿の記入欄を増やしたことである．世帯名簿とは，国民生活基礎調査の

標本となった世帯のリストを全国家庭動向調査実施のために整理するためのもので，調査

員が作成する13）．この世帯名簿は，国民生活基礎調査実施後の転出入の有無や，調査票の

配布・回収時の特記事項を記録するためのものである．従来の世帯名簿は，これら情報を

記入する欄が1箇所であった．第5回調査では，この欄を2つに分け，調査票の配布と回

収のそれぞれの時点での特記事項を別々に記入できるようにした．

2点目は，調査員が記入する調査票の未配布や未回収の理由を標準化したことである．

従来から調査票を配布または回収できなかった場合，その理由を世帯名簿に記すように指

示していた．しかし，記入された理由は実態に応じて多様な表現が用いられており，担当

した調査員による差も大きかった．第5回調査では，未配布の理由として「不在」「長期

不在」「拒否」「拒否（病気）」「言語」「その他」の6区分，未回収の理由として「不在」

「拒否」「その他」の3区分に整理し，未配布や未回収の場合はいずれかの理由を記すよう

に指示した（国立社会保障・人口問題研究所 2015a，pp.188-190）．

3点目は標本となった世帯の全世帯員が不在時の調査票の配布方法である．第3回調査

までは世帯人員数や世帯構成によって調査対象世帯に配布する調査票の部数が異なってい

たが，第4回調査以降は世帯人員数や世帯構成にかかわらず配布数は1世帯につき1部と

なったため，全世帯員が不在であっても調査票の配布が可能となった．第4回調査では，

全世帯員が不在の場合には郵便受け等に調査票を含む関係書類一式の配布を認めた（国立

社会保障・人口問題研究所 2011，pp.105）．しかし，実際には全世帯員が不在の場合に配

布しなかった例も少なからずみられたことを踏まえ，第5回調査では，標本となった世帯

の世帯員に面会してから調査票を含む関係書類を直接配布するように指示した（国立社会

保障・人口問題研究所 2015a，pp.192）．

4点目は調査票の形式的な変更である．第4回調査まではA3タテで見開き8ページの

調査票を使用していたが，第5回調査ではA4横で見開き20ページとした．この変更に合
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12）原則として，世帯構成あるいは記入者となった結婚経験のある女性（または世帯主）の出生年月の回答内容

に不備がある場合を無効票とした．

13）第4回調査と第5回調査の世帯名簿の詳細は報告書（国立社会保障・人口問題研究所 2011，pp.98-104；国

立社会保障・人口問題研究所 2015a，pp.183-191）を参照のこと．



わせて，表紙の裏とその次の頁に調査の説明（目的や対象者，調査の仕組み，個人情報の

取り扱い等）を記し，裏表紙は白紙として調査票の記入内容が見えにくくなるようにした．

こうした変更は，主として被験者への丁寧な説明と記入のしやすさに配慮したためであり，

調査員に対して配布・回収時の調査票の取り扱いを容易にする意図もあった．

5点目は調査票の質問内容の変更である．変更点は細かい点を含めれば幾つかあるが，

ここでは特に重要な就業履歴について言及しておきたい．全国家庭動向調査では，結婚経

験のある女性の就業と結婚・子育ての関連性を把握する試みがなされてきたが，これまで

は就業の開始時期や継続期間を十分に捕捉できていなかった．第5回調査では，初職，結

婚を決めた時点，第1子の妊娠が判明した時点，介護の開始時点，調査時点での就業に注

目し，その時々の就業の開始時期や継続期間，雇用形態などを尋ねる質問を追加した．

6点目は，回答者の状況によって回答する必要がない設問については，調査票にその旨

を明示した．これは主に回答者が離死別女性の場合に当てはまるもので，例えば離死別女

性の回答者に対してはかつての配偶者に関する設問への回答が最低限となるようにした．

これに伴い，回答する必要がない設問への回答は非該当として処理するようになった14）．

Ⅳ．欠票の発生状況

1． 発生段階別にみた欠票

欠票は以下のように調査実施過程の3つの段階で生じる．①調査拒否等により調査票を

配布できない，②調査拒否等により配布した調査票を回収できない，③回収した調査票の

記入内容に不備が多い．この①～③を通じた欠票に関する指標として欠票率，各段階で発

生する欠票に関する指標として，未配布率，未回収率，無効率を考える．欠票率とは標本

（標本となった世帯に調査票を1部ずつ配布する全国家庭動向調査では，配布されるべき

調査票数は標本数と一致する）に対する①～③のいずれかの段階で欠票となった調査票数

の比であり，未配布率とは標本に対する配布できなかった調査票数の比，未回収率とは配

布できた調査票数に対する回収できなかった調査票数の比，無効率とは回収できた調査票

数に対する無効となった調査票数の比，を指す（山内 2012a）．未配布率と未回収率は，

本来は保田（2008）のいう接触不能と回収不能を表すものであるが，第5回調査では標本

となった世帯の全世帯員が不在でも調査票を配布した事例が少なからずみられたため15），

それらとは異なる指標として理解すべきものである．

表1は，有効，無効，未回収，未配布の分布ならびに欠票率，未配布率，未回収率，無

効率を，標本の属性との関連で示したものである．標本の属性については，山内（2012a）

と同様に世帯人員数16）と居住地域，居住する市区町村の人口規模を用いた．

第5回調査全体でみると，欠票率は36.1％で第4回調査とほぼ同じ値であり，第2回調
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14）第4回調査では該当する設問の結果は他の設問の結果と同様に処理した．

15）標本となった世帯の世帯員に面会してから調査票を含む関係書類を直接配布するように指示したが，世帯名

簿から判断する限り，一部には全世帯員が不在の場合であっても配布された形跡がみられた．

16）ここでの世帯人員数は世帯名簿に調査員が記載した値である．



査から第4回調査にかけてみられた欠票率上昇（山内，2012a）は頭打ちとなった．欠票

率の内訳を見ると，未配布率は18.5％，未回収率は9.0％，無効率は13.8％であった．第4

回調査と比較すると，未配布率と無効率は上昇したのに対して未回収率は低下した．

第5回調査について欠票率等と標本の属性との関連をみていく．あらかじめ指摘してお

きたいのは，世帯人員数が不明の世帯数が第4回調査の1,069から1,587へ518（32.6％）増

加したことである．世帯人員数は，調査員が標本となった世帯の世帯員に聞き取りを行っ

て記入する項目である．したがって，世帯人員数が不明の世帯数の増加は標本となった世

帯への面会が困難になっていることを反映したものと考えられる．

世帯人員数と欠票率等との関連をみると，世帯人員数が不明の場合に欠票率等は軒並み

高い値であり，それ以外では世帯員数が少ないほど欠票率等の値は高くなりやすい．三大

都市圏と非三大都市圏を比較すると，前者の方が欠票率，未配布率，未回収率は高く，無

効率は低い．居住する市区町村の人口規模についてみると，人口規模が大きい方が欠票率，

未配布率，未回収率は高く，無効率はおおむね低い傾向にある．こうした傾向は第4回調

査でもおおむね同様であった．一方，第4回調査と比べて第5回調査では世帯人員数が1

の世帯で欠票率，未配布率，未回収率の値が低下しているのが目立つ．これについては，

1人世帯の協力が得られやすくなった可能性は否定できないものの，本来は1人世帯であ

るはずの世帯において世帯人員数が不明となったケースが大幅に増えたことが影響してい

る可能性も考えられる．
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表１ 欠票と標本属性

標本属性

第5回調査 第4回調査

総標本数 有効 無効 未回収未配布 欠票率 未配布率 未回収率 無効率
総標本数 欠票率 未配布率 未回収率 無効率

a=b+c+d+e b c d e (c+d+e)/a e/a d/(a-e)c/(a-e-d)

総数 15,0819,6321,5481,1092,792 36.1 18.5 9.0 13.815,644 36.0 16.8 15.1 9.4

世帯人員
数

1人 3,7052,328 434 357 586 37.2 15.8 11.4 15.74,206 46.9 22.3 25.9 7.6

2人 4,0012,803 534 231 433 29.9 10.8 6.5 16.04,051 29.9 11.8 8.9 12.7

3人 2,5561,890 278 142 246 26.1 9.6 6.1 12.82,827 24.4 10.3 7.2 9.2

4人 1,9281,513 156 106 153 21.5 7.9 6.0 9.32,106 20.1 8.3 7.0 6.2

5人以上 1,3041,044 135 36 89 19.9 6.8 3.0 11.51,385 19.6 6.4 6.4 8.3

不明 1,587 54 11 2371,285 96.6 81.0 78.5 16.91,069 99.7 61.6 97.8 66.7

居住地域
三大都市圏 7,6934,504 671 7381,780 41.5 23.1 12.5 13.07,898 42.7 22.6 18.7 9.0

非三大都市圏 7,3885,128 877 3711,012 30.6 13.7 5.8 14.67,746 29.2 10.9 12.0 9.7

居住する
市区町村
の人口規
模

1万人未満 467 357 91 9 10 23.6 2.1 2.0 20.3 789 20.7 6.5 3.5 12.1

1～5万人 1,9371,402 303 20 212 27.6 10.9 1.2 17.81,451 25.2 8.8 8.2 10.7

5～10万人 2,2121,561 251 109 291 29.4 13.2 5.7 13.92,004 33.2 17.5 9.0 11.0

10～30万人 3,3112,176 298 323 514 34.3 15.5 11.5 12.04,003 34.7 16.1 14.4 9.1

30～50万人 2,3111,460 195 237 419 36.8 18.1 12.5 11.82,505 33.3 13.6 15.1 9.0

50万人以上 4,8432,676 410 4111,346 44.7 27.8 11.8 13.34,892 45.4 22.9 23.2 7.8

資料：第4回調査は山内（2012a）
注1）世帯人員数は世帯名簿の値．
注2）居住地域のうち三大都市圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，京都府，大阪府，兵庫県とし，

他の道県を非三大都市圏とした．
注3）居住する市区町村の人口規模は調査時点の値である．



2． 配布または回収できなかった理由

表2は，実査の過程で発生した未配布または未回収の理由を標本の属性との関連で示し

たものである．ここに示した理由は調査員が世帯名簿に記入したものを再集計したもので

あり，調査員によって記入状況が異なることに留意する必要がある．理由のうち，拒否は

Ⅲで述べた「拒否」「拒否（病気）」に相当するもの，不在はⅢで述べた「不在」「長期不

在」に相当するもの，その他はⅢで述べた「言語」「その他」に相当するもの，不明は未
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表２ 未配布と未回収の理由

未配布の理由

標本属性

第5回調査 第4回調査

標本数
構成（％）

標本数
構成（％）

拒否 不在 その他 不詳 拒否 不在 その他 不詳

総数 2,792 30.1 49.9 10.4 9.6 2,634 47.6 31.5 15.6 5.2

世帯人員数

1人 586 31.1 55.6 7.7 5.6 940 35.2 43.7 18.3 2.8

2人 433 51.7 33.5 8.1 6.7 480 65.6 14.6 18.1 1.7

3人 246 58.1 32.5 4.5 4.9 292 65.8 17.8 12.3 4.1

4人 153 54.2 35.3 5.2 5.2 175 70.3 10.9 16.6 2.3

5人以上 89 60.7 25.8 6.7 6.7 88 75.0 13.6 9.1 2.3

不明 1,285 12.1 59.6 14.3 14.0 659 34.4 40.5 12.0 13.1

居住地域
三大都市圏 1,780 28.8 54.7 8.5 8.0 1,786 45.2 35.4 14.4 5.0

非三大都市圏 1,012 32.5 41.6 13.5 12.4 848 52.7 23.5 18.0 5.8

居住する市
区町村の人
口規模

1万人未満 10 10.0 70.0 0.0 20.0 51 64.7 33.3 2.0 0.0

1～5万人 212 30.2 41.5 25.9 2.4 127 40.9 34.6 24.4 0.0

5～10万人 291 30.6 34.7 3.1 31.6 351 45.9 31.3 15.4 7.4

10～30万人 514 32.1 49.4 8.4 10.1 646 50.8 30.3 15.8 3.1

30～50万人 419 40.6 46.3 6.7 6.4 341 54.5 37.5 2.6 5.3

50万人以上 1,346 26.2 55.7 11.4 6.7 1,118 44.2 30.1 19.1 6.6

未回収の理由

標本属性

第5回調査 第4回調査

標本数
構成（％）

標本数
構成（％）

拒否 不在 その他 不詳 拒否 不在 その他 不詳

総数 1,109 23.4 52.8 6.0 17.9 1,967 33.4 48.2 15.7 2.6

世帯人員数

1人 357 16.5 58.5 6.4 18.5 847 25.1 51.1 21.3 2.5

2人 231 38.1 37.7 4.8 19.5 318 50.6 30.8 13.5 5.0

3人 142 29.6 47.9 4.9 17.6 182 63.7 23.1 10.4 2.7

4人 106 33.0 40.6 4.7 21.7 136 60.3 22.8 14.7 2.2

5人以上 36 44.4 36.1 5.6 13.9 83 65.1 24.1 8.4 2.4

不明 237 8.4 69.6 7.6 14.3 401 7.7 81.0 10.0 1.2

居住地域
三大都市圏 738 23.3 59.6 6.9 10.2 1,140 33.2 41.0 21.8 4.0

非三大都市圏 371 23.7 39.1 4.0 33.2 827 33.7 58.3 7.3 0.7

居住する市
区町村の人
口規模

1万人未満 9 0.0 66.7 0.0 33.3 26 76.9 11.5 11.5 0.0

1～5万人 20 50.0 40.0 5.0 5.0 108 43.5 46.3 2.8 7.4

5～10万人 109 40.4 35.8 7.3 16.5 148 43.2 45.3 11.5 0.0

10～30万人 323 22.3 38.7 5.9 33.1 482 34.4 32.0 30.7 2.9

30～50万人 237 14.3 72.2 4.6 8.9 327 40.7 39.1 13.1 7.0

50万人以上 411 24.3 57.4 6.6 11.7 876 25.9 62.4 10.8 0.8

資料：第4回調査は山内（2012a）
注）標本属性は表1と同じ．



配布・未回収の理由が明記されていないものである．

未配布の理由について，全体をみると，不在がもっとも多い49.9％，次いで拒否が30.1

％，その他が10.4％，不明が9.6％の順であった．第4回調査と比較すると，不在の割合

が大きく上昇する一方で拒否の割合が大きく低下した．これはオートロックマンションの

増加等で標本となった世帯へ接触することが難しくなったことや，前述のように第5回調

査では直接会って配布するよう指示したことの影響とみられる．

第5回調査について未配布の理由と標本の属性との関連をみると，世帯人員数が1や不

明，三大都市圏，50万人以上の場合に不在の割合が高い傾向がみられる．また，緩やかな

がら，世帯人員数が多いほど不在ではなく拒否の割合が高くなる傾向はみられた．こうし

た傾向は第4回調査と比較的類似する．

一方，未回収の理由について，全体をみると，不在がもっとも多い52.8％，次いで拒否

が23.4％，その他が6.0％，不明が17.9％の順であった．第4回調査と比較すると，未配布

と同様に，不在の割合が上昇する一方で拒否の割合が低下した．

第5回調査について未回収の理由と標本の属性との関連をみると，世帯人員数が1や不

明，三大都市圏，30万人以上の場合に不在の割合が高い傾向がみられる．また，世帯人員

数が多いと拒否の割合が高い傾向がみられる．第4回調査と比較すると，水準は異なるも

のの，未回収の理由と標本の属性との関連の仕方は比較的似ている．

Ⅴ．不詳の発生状況

不詳の発生状況に関する分析は，集計表作成に利用した客体を対象とし，配偶関係の違

いを考慮して有配偶女性と離死別女性に分けて分析する．分析では変数別とケース（集計

表作成に利用した客体のこと）別に不詳の発生状況を整理するとともに，データクリーニ

ングによって回答に対してどの程度の修正が加えられたのかを示す．

1． 変数別にみた不詳の発生状況

変数別の不詳割合を整理したのが表3である．ここでの不詳割合は変数ごとに算出した

もので，全ケースに占める不詳となったケースの割合である（非該当17）のケースを除く）18）．

回答者が有配偶女性の場合，不詳割合が10％未満となるのは613ある変数のうちの26.8％，

10～20％が33.6％，20～30％が15.0％であり，合わせて30％未満は75.4％であった．これ

を第4回調査の68.9％と比べると，第5回調査の方が相対的に不詳割合の低い変数が多い．

ただし，不詳割合が50％を超える変数，すなわち当該変数への回答が半分以上不詳である

変数が全体の15.5％で，第4回調査の7.2％を上回っていることから，不詳割合の高い変

数も増えている．
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17）回答する必要が無い変数については非該当として処理される．例えば，子のいない有配偶女性の場合，子の

属性に関する設問や育児に関する設問への回答は非該当となる．

18）全てのケースが非該当になってしまう変数については不詳割合を0とした．



不詳割合が50％以上の変数をみると（参考表1），有配偶女性の場合は問9，問13，問

14，問15に集中していた．問9は第1子の妊娠が分かったときと末子が小学校に入学した

ときの就業に関する設問であり，とくに不詳割合が高かったのは末子が小学校に入学した

ときの就業の継続状況と仕事を辞めている場合の再就業に関する設問である．問13は親の

介護認定の現状と変化についての設問で，不詳割合が高かったのは具体的な要介護度や介

護認定を受けた時期，病院や施設に入院・入所中の場合の入院・入所以前の居住状態につ

いての設問である．問14は家族の介護の状況と就業との関係に関する設問であり，設問全

体で不詳率が高かった．問15は出産や育児などの日常生活で手助けを頼む相手を複数選択

する設問であり，不詳割合が高かったのは2人目以降の相手に関する回答である．これら

不詳割合の高い変数のうち，問9，問13，問14は今回新たに作成した設問であり，問15に

関しては第4回調査でも同様の傾向がみられた設問である．なお，これらの設問には非該

当が多数存在する．

一方，離死別女性の場合，有配偶女性に比べて総じて不詳割合の高い変数が多い（表3）．

不詳割合が30％未満の変数は65.1％であるのに対して，50％以上は18.6％となっている．

第4回調査と比較すると，第5回調査では不詳割合10％未満の変数割合が大幅に上昇した

のに対し，90％以上の変数割合が大幅に低下した．これは，Ⅲの最後に触れたように，離

死別女性が回答する必要のない設問であることを調査票に明示することで回答を非該当と

して処理したためである．

不詳割合が50％以上の変数をみると（参考表2），上述の有配偶女性と共通する変数の

他に，問6，問10，問12，問16，問30に不詳割合の高いものがみられた．問6はもっとも

最近の結婚に関する設問であり，不詳割合が高かったのは結婚することを決めた時の就業

を辞めた場合の再就業に関する設問である．問10は18歳以上の子との関係についての設問

であり，不詳割合が高かったのはもっとも世話をしているお子さんかどうかを尋ねた設問
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表３ 不詳割合別にみた変数の分布

不詳割合

第5回調査 第4回調査

有配偶女性 離死別女性 有配偶女性 離死別女性

度数 構成（％） 度数 構成（％） 度数 構成（％） 度数 構成（％）

10％未満 164 26.8 203 33.1 178 30.4 55 9.4

10～20％ 206 33.6 104 17.0 125 21.4 127 21.7

20～30％ 92 15.0 92 15.0 100 17.1 65 11.1

30～40％ 45 7.3 67 10.9 89 15.2 86 14.7

40～50％ 11 1.8 33 5.4 51 8.7 45 7.7

50～60％ 32 5.2 28 4.6 14 2.4 55 9.4

60～70％ 15 2.4 10 1.6 11 1.9 26 4.4

70～80％ 14 2.3 35 5.7 13 2.2 10 1.7

80～90％ 14 2.3 18 2.9 3 0.5 16 2.7

90％以上 20 3.3 23 3.8 1 0.2 100 17.1

計 613 100 613 100 585 100 585 100

資料：第4回調査は山内（2012a）



である．問12は親との関係についての設問であり，不詳割合が高かったのは自分の父親と

の関係についての設問である．問16は出産・育児や介護をする上での不安や苦労に関する

設問で，全般に不詳割合が高かった．問30は夫婦の収入に関する設問で，夫の収入の不詳

割合が高い19）．

表4は設問ごとに不詳割合の分布を示したものである．有配偶女性の場合，先に挙げた

問9，問13，問14，問15の他に，問10，問11，問12，問16，問27も平均値や最大値が大き

い傾向にある．これらは18歳以上の子や両親との関係，出産・育児や介護をする上での不
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表４ 設問別にみた変数別不詳割合の分布

設問 設問の概要
変数
の数

有配偶女性 離死別女性

最小値 平均値 最大値 最小値 平均値 最大値

問1 世帯に関する事項 26 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

問2 配偶関係に関する事項 5 0.0 9.2 19.0 0.0 13.2 26.6

問3 夫婦の基本属性に関する事項 20 0.0 2.4 4.3 0.0 17.2 46.0

問4 夫婦の現在の仕事に関する事項 30 2.2 13.7 22.6 0.0 7.2 19.8

問5 はじめての仕事（妻）に関する事項 10 5.3 13.8 25.1 11.1 28.2 47.3

問6
現在の結婚と結婚が決まったときの仕事
（妻）に関する事項

16 2.3 11.1 29.4 11.3 26.8 51.9

問7 子どもの数に関する事項 3 0.7 4.7 12.6 1.8 8.7 21.2

問8 子の基本属性に関する事項 24 2.9 9.4 24.6 6.2 18.1 41.8

問9
第1子の妊娠がわかったときと末子が小
学校入学時の仕事（妻）に関する事項

24 3.9 38.0 71.7 9.7 52.0 79.8

問10 18歳以上の子との関係に関する事項 108 4.1 12.5 41.0 9.6 19.7 55.8

問11 親の基本属性に関する事項 24 8.6 22.5 37.8 0.0 14.1 40.9

問12 親との関係に関する事項 92 15.9 25.4 36.3 0.0 21.6 51.1

問13 親の健康状態に関する事項 44 15.6 73.1 98.3 0.0 40.1 97.5

問14 介護に関する事項 46 11.3 66.3 93.7 20.5 81.3 96.7

問15
出産・育児等のサポートネットワークに
関する事項

28 18.3 38.6 68.5 34.0 57.5 85.7

問16 出産・子育て，介護の不安・苦労 4 25.4 36.3 46.3 40.6 51.5 60.9

問17 家族の果たすはたらきに関する事項 2 11.7 12.2 12.7 26.7 27.9 29.1

問18 家族・子どもに関する意識 12 9.0 9.8 10.5 22.5 23.2 24.5

問19 家族の範囲に関する事項 14 7.2 14.9 19.0 26.5 31.2 35.0

問20 家族に対する考え方に関する事項 7 8.1 9.2 10.5 22.4 24.1 25.8

問21 生活満足度に関する事項 4 6.6 8.3 12.8 0.0 19.8 32.9

問22 夫婦の家事に関する事項 18 7.5 10.5 13.9 0.0 0.0 0.0

問23 夫婦の育児に関する事項 21 13.6 17.9 22.5 0.0 0.0 0.0

問24 夫婦の勢力関係に関する事項 4 9.5 11.6 17.6 0.0 0.0 0.0

問25 夫婦のコミュニケーションに関する事項 7 6.3 7.1 8.1 0.0 0.0 0.0

問26 夫から妻への情緒支援に関する事項 6 7.1 7.3 7.8 0.0 0.0 0.0

問27 母親の家事支援に関する事項 2 19.5 21.2 23.0 0.0 22.6 45.1

問28 理想の子ども数に関する事項 1 7.7 7.7 7.7 21.0 21.0 21.0

問29 資産の保有と継承に関する事項 9 6.0 14.3 17.5 16.2 25.5 30.3

問30 夫婦の収入に関する事項 2 13.9 14.4 15.0 20.4 59.3 98.3

19）離死別女性の夫の収入は，非該当として処理すべきものである．



安や苦労，母親の家事支援を尋ねるものである．一方，離死別女性の場合，設問全体が非

該当の場合を除けば，不詳割合の高低はおおむね有配偶女性と類似するが，総じて不詳割

合の平均値や最大値は有配偶女性に比べて大きい傾向にある．第4回調査との設問ごとの

比較は，設問の内容や順番が変わっているために困難であるが，同じ設問であっても離死

別女性の不詳割合が有配偶女性より高くなる傾向については第4回調査と同様である．

2． ケース別にみた不詳の発生状況

ケース別の不詳割合を整理したのが表5である．ここでの不詳割合はケース別に算出し

たもので，全変数に占める不詳となった変数の割合である（非該当20）の変数を除く）．有

配偶女性の場合，不詳割合10％未満が55.8％，10～20％が16.8％，20～30％が9.1％であり，

これらを合わせると81.8％となる．第4回調査では，それぞれ44.4％，22.1％，11.1％，

77.5％であり，第5回調査の方が総じて不詳割合の低いケースが増えている．

離死別女性の場合，有配偶女性に比べて不詳割合の高いケースの割合が高いものの，や

はり第4回調査に比べて不詳割合の低いケースの割合が増えた．例えば第5回調査では10

％未満が52.3％，10～20％が17.3％，20～30％が9.5％でこれらを合計すると79.1％となる

のに対し，第4回調査ではそれぞれ29.8％，22.1％，11.8％，63.7％であった．

表6はケース別の不詳割合と属性の関係をみたものである．有配偶女性の場合，50歳代

以降は年齢が上がると不詳割合の平均が高く，就学年数の長さと不詳割合の平均とには逆

相関の関係がみられる．調査時の仕事の有無との関係では仕事ありの方が，末子年齢との

関係では末子12歳未満の方がそれぞれ不詳割合は低い．離死別女性の場合も，属性と不詳

割合との関連は有配偶女性と同様である．
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表５ 不詳割合別にみたケースの分布

不詳割合

第5回調査 第4回調査

有配偶女性 離死別女性 有配偶女性 離死別女性

度数 構成（％） 度数 構成（％） 度数 構成（％） 度数 構成（％）

10％未満 3,577 55.8 466 52.3 3,047 44.4 356 29.8

10～20％ 1,078 16.8 256 17.3 1,518 22.1 264 22.1

20～30％ 586 9.1 149 9.5 761 11.1 141 11.8

30～40％ 385 6.0 108 6.4 423 6.2 117 9.8

40～50％ 260 4.1 97 4.6 333 4.8 84 7.0

50～60％ 179 2.8 81 3.4 281 4.1 70 5.9

60～70％ 136 2.1 53 2.4 179 2.6 56 4.7

70～80％ 113 1.8 37 1.9 167 2.4 44 3.7

80～90％ 64 1.0 46 1.4 144 2.1 56 4.7

90％以上 31 0.5 25 0.7 17 0.2 7 0.6

計 6,409 100 1,318 100 6,870 100 1,195 100

資料：第4回調査は山内（2012a）

20）回答する必要が無い変数については非該当として処理される．例えば，子のいない有配偶女性の場合，子の

属性に関する設問や育児に関する設問への回答は非該当となる．



第4回調査と比較すると，有配偶女性の場合はいずれの属性でみても不詳割合の平均値

は低下している．低下幅が特に大きいのは年齢の70歳以上や60～69歳である．離死別女性

の場合，一部例外はみられるものの，総じて第5回調査の方が不詳割合の平均値は低い傾

向にあるが，有配偶女性に比べて差は小さい傾向にある．

3． データクリーニングと不詳の発生

Ⅲで述べたように，データクリーニングの過程で回答を修正することがある21）．データ

クリーニングでは回答が適切な値範囲にあるのかどうか，論理的不整合がないかどうかを

確認することが主目的であり，問1から順に検討を進め，問題があれば他の設問への回答

も含めて記入内容を確認するなどして修正する．ただし，論理的な整合性を確認すること

が困難な変数ついては値範囲の確認のみとなる22）．

データクリーニングによる回答の修正には次の3タイプがある．①記入された値を他の

値に置き換える（置換），②記入された値を不詳にする（不詳代入），③無記入のものに何

らかの値を代入する（値代入）．このうち①は不詳に直接影響しないが，②は不詳を増や
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表６ ケース別にみた不詳割合の属性別分布

属性

第5回調査 第4回調査

有配偶 離死別（夫関連除く） 有配偶 離死別（夫関連除く）

度数 平均値
標準
偏差

度数 平均値
標準
偏差

度数 平均値
標準
偏差

度数 平均値
標準
偏差

年齢

29歳以下 226 10.3 14.2 13 18.7 17.5 330 14.9 17.2 15 15.2 15.5

30-39歳 971 9.5 13.9 111 13.9 14.1 1,369 12.1 15.8 106 16.2 17.4

40-49歳 1,404 10.0 13.9 133 16.6 19.7 1,401 13.7 15.9 147 15.4 15.4

50-59歳 1,406 13.2 16.9 178 16.0 18.0 1,603 16.4 16.7 210 19.9 19.4

60-69歳 1,478 19.8 20.0 271 21.1 20.7 1,366 26.7 21.6 265 24.8 20.6

70歳以上 924 31.8 25.7 612 36.0 26.6 801 42.2 25.2 452 40.2 26.0

学歴

中学 846 30.7 25.2 389 34.1 24.9 967 35.2 24.7 327 36.6 25.5

高校 2,619 15.0 17.6 540 21.9 21.3 2,959 19.4 19.5 513 25.7 22.8

専門 762 14.2 17.4 112 21.5 23.6 695 16.5 18.5 119 21.5 20.2

高専・短大 1,331 11.3 16.0 156 17.9 17.8 1,284 13.3 15.2 122 17.9 17.4

大学・院 713 8.5 12.7 70 14.4 18.9 825 13.0 16.1 66 12.9 12.7

仕事の有無
仕事あり 3,523 13.7 17.5 550 17.6 18.8 3,741 17.2 18.8 583 20.4 20.0

仕事なし 2,745 17.3 20.0 717 30.6 25.6 2,898 22.0 21.8 532 32.6 24.9

末子

末子12歳以下 1,467 8.8 12.8 112 15.0 15.9 1,783 12.1 14.9 110 15.4 15.7

末子12歳以上 4,089 16.2 18.7 977 22.7 20.8 3,808 20.4 19.4 810 25.1 21.5

子どもなし 587 17.7 19.2 109 32.6 24.7 636 19.3 22.6 107 34.9 28.6

計 6,409 16.0 19.6 1,318 26.3 24.6 6,870 20.0 20.9 1,195 27.7 24.1

資料：第4回調査は山内（2012a）

21）データクリーニングの作業内容は事前に文書化されている．同文書は原則として非公開だが，データクリー

ニングを外部の事業者と共同で実施するため，業者選定の際の仕様書には同文書が含まれている．ただし，デー

タクリーニングの過程で当初予定したものとは一部異なる作業内容となることもある．

22）このような設問には，家族に関する考え方を尋ねた問18などがある．
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表７ 変数別，ケース別にみたデータクリーニングによって値を変更した割合

割合

変数別の集計 ケース別の集計

有配偶女性 離死別女性 有配偶女性 離死別女性

度数 割合（％） 度数 割合（％） 度数 割合（％） 度数 割合（％）

0～2.5％未満 545 88.9 548 89.4 6,038 94.2 1,237 93.9

2.5～5％未満 37 6.0 31 5.1 339 5.3 75 5.7

5～7.5％未満 16 2.6 18 2.9 31 0.5 5 0.4

7.5～10％未満 5 0.8 7 1.1 1 0.0 1 0.1

10％以上 10 1.6 9 1.5 0 0.0 0 0.0

計 613 100 613 100 6,409 100 1,318 100

注1）変数別の集計は，全ケースに占めるデータクリーニングで値が変更されたケースの割合を各変数に
ついて算出し，整理したもの．

注2）ケース別の集計は，全変数に占めるデータクリーニングで値が変更された変数の割合を各ケースに
ついて算出し，整理したもの．

表８ データクリーニングで値を変更した割合が５％以上の変数

有配偶女性

設問
番号

変数記号
データクリーニングで値を変更した割合

計 置換 不詳代入 値代入

問1(3)Q010301 27.5 7.0 0.0 20.5

問1(3)Q010302 20.3 5.1 0.0 15.2

問4(5)Q040501H 15.5 0.0 0.2 15.2

問4(8)Q040802H 15.0 14.8 0.3 0.0

問4(8)Q040802W 13.7 13.6 0.0 0.0

問5(3)Q050301 13.3 1.5 1.4 10.5

問6(7)Q060701 11.3 1.8 1.3 8.3

問4(5)Q040501W 10.3 0.0 0.1 10.2

問10(11)Q1011C1 10.2 4.0 2.1 4.2

問3(2)Q030205W 10.0 2.0 0.0 8.0

問3(2)Q030205H 9.9 1.8 0.0 8.1

問5(2)Q050201 9.1 0.9 1.7 6.4

問9(4)Q090401 8.6 3.8 2.9 1.9

問11(4)Q110401HM 8.6 0.0 0.0 8.5

問11(4)Q110401HF 8.1 0.0 0.0 8.1

問5(2)Q050202 6.8 4.3 1.9 0.6

問8(2)Q080201C2 6.5 0.3 0.0 6.2

問9(1)Q090101 6.4 5.0 1.3 0.2

問11(4)Q110401WM 6.4 0.0 0.0 6.4

問4(8)Q040801H 6.4 1.6 1.3 3.5

問9(4)Q090403 6.3 1.5 2.5 2.3

問9(3)Q090301 6.2 0.5 0.6 5.1

問7(1)Q070101 6.0 0.0 0.0 6.0

問6(5)Q060503 5.8 2.7 2.0 1.1

問9(2)Q090201 5.7 1.2 1.1 3.5

問9(4)Q090404 5.5 0.9 2.3 2.3

問6(6)Q060601 5.5 0.6 1.9 3.0

問9(5)Q090501 5.1 0.5 2.8 1.9

問9(1)Q090103 5.0 2.5 1.2 1.2

問10(11)Q1011C2 5.0 1.1 2.3 1.6

問11(4)Q110401WF 5.0 0.0 0.0 5.0

注1）全ケースに占めるデータクリーニングで値が変
更されたケースの割合を各変数について算出し，
整理したもの．

離死別女性

設問
番号

変数記号
データクリーニングで値を変更した割合

計 置換 不詳代入 値代入

問1(3)Q010301 35.1 3.5 0.0 31.6

問3(2)Q030205H 24.3 14.3 0.0 9.9

問1(3)Q010302 20.6 1.4 0.0 19.2

問2(2)Q0202 20.2 0.4 0.0 19.8

問3(2)Q030205W 14.3 4.1 0.0 10.2

問5(3)Q050301 12.4 1.9 2.3 8.2

問5(2)Q050201 12.1 0.7 2.7 8.7

問10(11)Q1011C1 11.5 2.0 2.1 7.4

問4(5)Q040501W 10.2 0.0 0.0 10.2

問4(8)Q040802W 9.4 9.4 0.0 0.0

問6(7)Q060701 9.2 0.9 1.7 6.6

問9(4)Q090401 9.0 3.6 3.4 2.0

問1(2)Q010204a 8.6 0.2 0.0 8.4

問11(4)Q110401WM 8.1 0.0 0.0 8.1

問7(1)Q070101 7.9 0.0 0.0 7.9

問9(3)Q090301 7.5 0.5 1.2 5.8

問9(4)Q090403 7.3 1.6 3.2 2.5

問6(6)Q060601 7.1 0.5 2.8 3.7

問8(2)Q080201C2 6.8 0.2 0.0 6.7

問11(4)Q110401WF 6.8 0.0 0.0 6.8

問5(2)Q050202 6.6 2.7 2.9 1.0

問9(1)Q090101 6.6 4.6 1.5 0.5

問9(2)Q090201 6.3 1.4 1.5 3.4

問9(5)Q090501 6.2 0.3 3.3 2.7

問9(4)Q090404 6.0 0.8 2.5 2.7

問1(1)Q0101 6.0 2.6 0.0 3.4

問8(2)Q080201C1 5.7 0.5 0.0 5.2

問1(2)Q010205a 5.6 0.6 0.0 5.0

問8(3)Q0803C1 5.5 1.4 0.0 4.2

問6(5)Q060503 5.4 1.8 2.7 0.9

問10(11)Q1011C2 5.4 0.5 2.1 2.7

問2(1)Q0201 5.3 2.7 0.0 2.6

問9(6)Q090601 5.2 0.4 2.4 2.4

問5(1)Q050103 5.1 1.5 2.3 1.3



し，③は不詳を減らす．表7，表8，表9は，データクリーニングによって回答の修正が

どの程度あるのか，不詳をどの程度増減させたのかを整理したものである．

表7（左欄）には変数別に全ケースに占めるデータクリーニングで値が変更されたケー

スの割合を算出し，その分布を示した．全体としてみれば，一部の変数を除いてデータク

リーニングによる回答の修正はほとんど

ない．有配偶女性の場合，613変数のう

ちの88.9％を占める545変数が回答を修

正した割合は2.5％未満，5.0％以上とな

るのは31変数であった．離死別女性の場

合もほぼ同じであり，613変数のうちの

89.4％を占める548変数が回答を修正し

た割合が2.5％未満，5.0％以上となるの

は34変数であった．

表8は全ケースに占めるデータクリー

ニングで値が変更されたケースの割合が

5％を超える変数について①～③の修正

処理の内訳を示したものである．回答を

修正した割合が相対的に高い変数として，

世帯構成のうち結婚経験のある人数に関

する変数（問1（3）），きょうだい数に関

する変数（問3（2）），通勤時間と帰宅時

間に関する変数（問4（5）（8）），妻の就

業履歴に関する変数（問5，問6，問7，

問9），子の性別に関する変数（問8（2）），

もっとも世話した18歳以上の子に関する

変数（問10（11）），両親の生死に関する

変数（問11（4））があり，これらは有配

偶女性と離死別女性に共通していた．ま

た離死別女性では，世帯員数と世帯構成

に関する変数（問1（1）（2）），配偶関係

に関する変数（問2（1）（2））も回答を修

正した割合が5％を超えた．

これら変数について，上記①～③の内

訳をみると，多くの変数で③の値代入の

割合が高いのに対し，①の置換の割合が

高いのは一部の変数に限られ，②の不詳

代入はほとんどの変数で割合が低かった．
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表９ データクリーニングで値を変更した割合が

５％以上のケース

配偶
関係

ID
データクリーニングで値を変更した割合

計 置換 不詳代入 値代入

有
配

偶
女

性

1 8.6 0.2 7.8 0.7

2 6.9 0.2 6.4 0.3

3 6.9 0.7 3.3 2.9

4 6.7 1.8 0.3 4.6

5 6.4 2.4 0.0 3.9

6 6.4 1.0 3.9 1.5

7 6.2 0.3 5.2 0.7

8 5.9 0.2 4.2 1.5

9 5.9 0.5 2.9 2.4

10 5.9 1.5 1.5 2.9

11 5.9 0.3 5.4 0.2

12 5.9 0.0 2.9 2.9

13 5.9 0.3 5.1 0.5

14 5.7 0.0 5.4 0.3

15 5.7 1.6 0.7 3.4

16 5.7 0.0 4.6 1.1

17 5.7 1.5 1.6 2.6

18 5.5 1.6 0.3 3.6

19 5.5 1.0 3.3 1.3

20 5.5 0.2 1.6 3.8

21 5.4 0.8 3.1 1.5

22 5.4 0.8 0.7 3.9

23 5.4 1.1 0.2 4.1

24 5.4 0.0 4.9 0.5

25 5.4 1.5 0.2 3.8

26 5.2 0.8 4.1 0.3

27 5.2 0.0 4.9 0.3

28 5.1 0.3 0.2 4.6

29 5.1 1.1 0.0 3.9

30 5.1 0.0 4.6 0.5

31 5.1 0.2 0.0 4.9

32 5.1 1.1 2.8 1.1

離
死
別
女
性

1 7.8 3.1 0.2 4.6

2 6.2 0.7 4.7 0.8

3 5.5 3.9 0.0 1.6

4 5.4 0.3 3.8 1.3

5 5.2 0.5 2.1 2.6

6 5.1 0.2 4.1 0.8

注）全変数に占めるデータクリーニングで値が変更さ
れた変数の割合を各ケースについて算出し，整理
したもの．



②と③の割合を変数ごとに比較すると，ほとんどの変数で③が②を上回り，②が③を上回

る場合でも両者の差は1ポイント程度である．したがって，データクリーニングは，全体

として不詳を増やすのではなくむしろ減らしていたと言える．

表7（右欄）にはケース別に全変数に占めるデータクリーニングで回答を修正した変数

の割合を算出し，その分布を示した．全体としてみれば，一部のケースを除いてデータク

リーニングで回答を修正したことの影響はほとんどない．有配偶女性の場合，6,409ケー

スのうちの94.2％を占める6,038ケースで回答を修正した割合が2.5％未満，5.0％以上とな

るのは32ケースである．離死別女性の場合も同様で，1,318ケースのうちの93.9％を占め

る1,237ケースで回答を修正した変数の割合が2.5％未満，5.0％以上となるのは6ケースで

ある．

表9は全変数に占めるデータクリーニングで回答を修正した変数の割合が5％を超える

ケースについて，上記①～③の割合を示したものである．同表によればケースによって②

の不詳代入の割合が高いものと③の値代入が高いものに分かれる傾向にあり，①は総じて

低い．こうした結果は，記入内容に論理的不整合が多くなるのは特定のケースに限られる

こと，本来記入すべき個所であっても回答者にとって自明である場合に設問への回答を省

略することが多いのも特定のケースに限られることを反映したものと考えられる．

Ⅵ．国民生活基礎調査とのデータマッチング

データマッチングは，第5回調査を基準として，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）

の個票を連結させることを目的として実施した．データマッチングの識別子となる変数は

地区番号，単位区番号，世帯番号及び妻の出生年月とした．

データマッチングは3段階に分けて行った．第1段階は，全ての標本を含む第5回調査

の世帯名簿と平成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票のデータマッチングであり，地

区番号，単位区番号，世帯番号を識別子とした．ここでの目的は，第5回調査の世帯名簿

に割り当てられた地区番号，単位区番号，世帯番号が平成25年国民生活基礎調査（世帯票）

との間で矛盾が無いかどうかを確認することである23）．その結果，300ある地区番号は完

全に照合できたが，4つの地区で単位区に不整合がみられた．このうち3地区では，第5

回調査の実査の際に平成25年国民生活基礎調査とは異なる単位区番号と世帯番号で世帯名

簿が作成されたと考えられるものであった．残る1地区については，抽出されたものでは

ない世帯が調査された可能性が高いことがわかった．世帯番号についても確認したところ，

第5回調査の世帯名簿に掲載された15,605ケースのうち，地区番号，単位区番号，世帯番

号が全て一致したのが11,695ケース，単位区番号と世帯番号のいずれかが一致しなかった
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23）地区番号，単位区番号，世帯番号は両調査で原則として同じものが利用される．しかし，調査時期が異なる

ために転出入等が起こることから，両調査に回答した世帯であっても世帯番号が一致しないことが少なくない．

単位区番号についても，調査員の変更や転出入等の調査実施上の事情により両調査で一致しない可能性があり

うる．地区番号については両調査で必ず一致するはずのもので，不一致があったとすれば標本とは異なる対象

を調査したことを意味する．



のが3,910ケースであった．

第2段階は，第5回調査のうち結婚経験のある女性のいる世帯の個票を基準として，平

成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票を照合させるもので，地区番号，単位区番号，

世帯番号，妻の出生年月の4つの識別子を用いて照合した．第5回調査の7,727ケースの

うち，7,482ケースは地区番号，単位区番号，世帯番号が全て一致した．この7,482ケース

のうち，妻の出生年月と共通する出生年月の女性が含まれる平成25年国民生活基礎調査

（世帯票）の個票は7,043ケースであった．ひとまずこの7,043ケースはデータマッチング

が可能と判断した．

第3段階は，第2段階でデータマッチングできなかった684ケースを対象に，識別子を

地区番号と妻の出生年月に減らしてデータマッチングを行い，新たにデータマッチングで

きた場合に単位区番号や世帯番号の修正可能性を検証した．その結果，新たに170ケース

のデータマッチングが可能となり，第5回調査の7,727ケースのうち最終的に7,213ケース

をデータマッチング可能と判断した24）．

データマッチングの結果を整理したのが図2である．第5回調査のうち結婚経験のある

女性がいるケースからみた場合にデータマッチングできたのは93.3％の7,213ケースであっ

た．データマッチングできなかったのは514ケースで，これらは2つに分けられる．1つ

目は，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票に該当する世帯が存在しないと考えら

れる個票であり，176ケースあった．2つ目は，平成25年国民生活基礎調査の個票に該当

する世帯は存在するが，出生年月の一致する女性が存在しない個票であり，338ケースあっ

た．

一方，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）からみた場合にデータマッチングできたの

は61.7％の7,213ケースであった．データマッチングできなかったのは4,598ケースで，こ
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図２ データマッチングの結果

注1）図中の数値はケースの数を表すが，枠の大きさはそれを正確に反映したものではない．
注2）データマッチング不可①は，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）の個票に該当する世帯が存在しないと考えられる個

票のこと．
注3）データマッチング不可②は，平成25年国民生活基礎調査の個票に該当する世帯は存在するが，出生年月の一致する女性

が存在しない個票のこと．
注4）データマッチング不可③は，第5回全国家庭動向調査の個票に該当する世帯は存在するが，出生年月の一致する女性が

存在しない個票のこと．
注5）データマッチング不可④は，第5回全国家庭動向調査の個票に該当する世帯が存在しないと考えられる個票のこと．
注6）データマッチング不可⑤は，結婚経験のある女性のいない世帯の個票のこと．

24）以上の処理に伴い，第5回調査の世帯名簿のうち330ケースについて単位区番号や世帯番号の修正を行った．



れらは3つに分けられる．1つ目は，結婚経験のある女性のいない世帯の個票であり，

1,949ケースあった．2つ目は，第5回調査の個票に該当する世帯が存在しないと考えら

れる個票であり，2,311ケースあった．3つ目は，第5回調査の個票に該当する世帯は存

在するが，出生年月の一致する女性が存在しない個票であり，338ケースあった25）．この

うち2つ目の2,311ケースは，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）で捕捉できたにもか

かわらず，第5回調査では捕捉できなかったケースと考えられる．

最後にデータマッチング可能と判断した7,213ケースについて世帯人員数ならびに女性

の配偶関係の整合性を確認した．その結果，世帯人員数と配偶関係まで一致したのは

6,608ケースであった．したがって，世帯人員数と配偶関係まで考慮すると，データマッ

チングできたのは第5回調査からみた場合は85.5％，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）

からみた場合は55.9％となる．

Ⅶ．おわりに

本稿では，第5回全国家庭動向調査の無回答の発生状況と，平成25年国民生活基礎調査

（世帯票）の個票データとのマッチングについて検討してきた．

まず，第5回調査の無回答のうち欠票，すなわち標本のうち無効となったものについて

検討した．標本に占める欠票の割合を意味する欠票率は，第4回調査までは増加傾向にあっ

たが，第5回調査では第4回調査とほぼ同じ36.1％であった．この欠票率を未配布率，未

回収率，無効率に分解すると，未回収率は低下していたが，未配布率と無効率は上昇して

いた．未配布と未回収の理由としては，いずれも標本となった世帯に接触できなかったこ

とを意味する不在によるものが多く，第4回調査より高い割合を占めていた．

次に，第5回全国家庭動向調査の無回答のうち不詳，すなわち集計の際にいわゆる「不

詳」や「無回答」等として処理されるものについて検討した．変数別およびケース別に分

析したところ，第4回調査に比べ，不詳割合の低い変数やケースが増えた．また，データ

クリーニングによる調査結果への影響を検討したところ，変数別およびケース別のいずれ

においてもデータクリーニングで回答が修正される割合は小さく，データクリーニングが

不詳割合の減少に寄与していることが分かった．

続いて，データマッチングについては，第5回調査を基準に，地区番号，単位区番号，

世帯番号，妻の出生年月の4つの識別子を用いて平成25年国民生活基礎調査（世帯票）と

の照合を試みた．その結果マッチング可能と判断できたデータは，第5回調査のうち結婚

経験のある女性のいるケースからみて93.3％，平成25年国民生活基礎調査（世帯票）のう

ち61.7％であった．

以上を踏まえ，最後に，第5回調査のデータ利用に関する留意事項や今後の調査の課題

に関する4点について述べたい．
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25）平成25年国民生活基礎調査（世帯票）には結婚経験のある女性のいない世帯も含まれる．



1点目は，第5回調査のデータ利用に際しての注意点についてである．欠票率は，前回

調査とほぼ同じであったとはいえ，それ以前の調査に比べれば依然として高い水準にある．

また，今回新たに追加した就業履歴の設問において特に不詳が多く見受けられるなど，不

詳割合の高い変数やケースが存在する．こうした点は，第5回調査のデータ利用に際して

特に注意を払う必要がある．

2点目は，第5回調査で導入した調査法の変更点に関する評価についてである．欠票率

が前回調査とほぼ同じであったことや，不詳割合が変数別・ケース別ともに総じて低下し

ていたことを考えると，調査票をA4サイズに変更して調査に関する丁寧な説明書きを加

えたり記入不要の箇所を明示したりといった調査票の変更に一定の効果がみられた可能性

がある．その一方で，調査対象世帯の世帯員に直接調査票を含む関連資料一式を配布する

ように調査員に指示したことが欠票率を高めた可能性もあることから，今後は郵便受け等

を利用した配布を認めるなどといった検討も進める必要があるだろう．

3点目は，データマッチングを前提とした調査設計の可能性と限界についてである．デー

タマッチングは，被験者への負担軽減を図りつつ様々な情報を効率的に取得できる利点が

ある反面，多くの作業時間を要する上にデータマッチングできない個票が発生してしまう

問題も抱えている．今回の場合，2カ月程の作業時間を投じながら第5回調査の1割近く

の個票についてはデータマッチングできなかった．第5回調査の統計表作成に必須の変数

が国民生活基礎調査（世帯票）の設問に必ずしも含まれているわけではないこと，両調査

に共通する設問が極力生じないような調査票の見直しを第4回調査の時点で既に行ってい

ること等を考えると，情報損失をできるだけ減らしつつ迅速に調査結果を公表するという

立場から言えば，データマッチングを前提として調査を設計することは適切な判断とは言

い難い．

4点目は，調査実施上の今後の課題についてである．調査実施上の最大の課題は，調査

対象者からできるだけ多くの協力を得ること，その上で調査票に可能な限り正確に回答し

てもらうようにすること，それを通じて調査結果の精度や信頼性を高めていくことにある．

そのため，調査票配布時に標本となった世帯の全世帯員が不在だった場合の対応をはじめ

とする実査のあり方や，不詳の多い変数については調査票の設計を再度見直すといった検

討を継続する必要がある．
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参考表１ 不詳割合が50％以上の変数（有配偶女性）

設問 変数記号
不詳
割合

設問 変数記号
不詳
割合

設問 変数記号
不詳
割合

問9

Q090203 52.2

問14

Q140201 53.4

問15

Q150204 62.4

Q090207 54.3 Q140202 53.4 Q150303 54.0

Q090404 51.8 Q140203 53.4 Q150304 67.8

Q090502 58.8 Q140204 53.4 Q150702 68.5

Q090503 64.4 Q140205 53.4 Q150802 64.6

Q090601 55.8 Q140206 53.4 Q150902 58.1

Q090602 68.8 Q140207 53.4

Q090603 71.7 Q140208 53.4

問13

Q130202HF 88.9 Q140209 53.4

Q130202HM 72.0 Q140210 53.4

Q130202WF 79.3 Q140301 55.8

Q130202WM 62.0 Q140302 63.5

Q130301HF 86.4 Q140401 55.9

Q130301HM 68.9 Q140402 65.6

Q130301WF 77.6 Q140501 56.7

Q130301WM 57.3 Q140502 65.4

Q130302HF 97.4 Q140601 54.9

Q130302HM 92.3 Q140602 69.8

Q130302WF 94.9 Q140603 71.8

Q130302WM 87.1 Q140604 70.6

Q130303HF 91.4 Q140605 74.2

Q130303HM 78.1 Q140701 68.7

Q130303WF 85.1 Q140702 79.2

Q130303WM 69.1 Q140703 83.7

Q130401HF 87.2 Q140704 88.2

Q130401HM 69.9 Q140705 89.9

Q130401WF 77.9 Q140706 90.3

Q130401WM 59.5 Q140707 93.7

Q130402HF 94.9 Q140801 74.2

Q130402HM 84.8 Q140802 92.9

Q130402WF 90.9 Q140803 93.4

Q130402WM 77.6 Q1409 92.4

Q130403HF 98.3 Q141001 80.0

Q130403HM 93.3 Q141002 79.7

Q130403WF 96.9 Q141003 80.4

Q130403WM 90.4 Q141004 80.4

Q130404HF 96.5 Q141101 59.4

Q130404HM 90.9 Q141102 59.4

Q130404WF 94.1 Q141103 59.4

Q130404WM 85.0 Q141104 59.4

Q1305HF 94.7 Q141105 59.4

Q1305HM 84.1 Q141106 59.4

Q1305WF 90.1 Q141107 59.4

Q1305WM 79.2 Q141108 59.4

注）不詳割合の単位は％．
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参考表２ 不詳割合が50％以上の変数（離死別女性）

設問 変数記号
不詳
割合

設問 変数記号
不詳
割合

設問 変数記号
不詳
割合

問6 Q060703 51.9

問14

Q140201 75.1

問15

Q150103 58.5

問9

Q090104 51.8 Q140202 75.1 Q150104 67.2

Q090202 75.1 Q140203 75.1 Q150202 56.9

Q090203 79.8 Q140204 75.1 Q150203 73.5

Q090205 53.6 Q140205 75.1 Q150204 82.9

Q090206 56.7 Q140206 75.1 Q150302 57.4

Q090207 71.8 Q140207 75.1 Q150303 76.6

Q090302 51.8 Q140208 75.1 Q150304 85.7

Q090303 62.8 Q140209 75.1 Q150402 60.3

Q090403 57.0 Q140210 75.1 Q150502 67.9

Q090404 64.9 Q140301 77.0 Q150602 65.7

Q090502 59.4 Q140302 83.9 Q150701 52.1

Q090503 68.2 Q140401 77.0 Q150702 81.7

Q090601 56.3 Q140402 82.0 Q150802 77.2

Q090602 69.4 Q140501 77.0 Q150902 73.3

Q090603 75.0 Q140502 81.4 Q151002 70.2

問10
Q1011C2 50.9 Q140601 76.5 Q151102 64.3

Q1011C3 55.8 Q140602 83.3

問16

Q1602 51.6

問12

Q1206WF 50.9 Q140603 83.6 Q1603 53.0

Q120701WF 51.1 Q140604 83.6 Q1604 60.9

Q120702WF 51.1 Q140605 85.3 問30 Q30H 98.3

Q120703WF 51.1 Q140701 82.1

Q120704WF 51.1 Q140702 91.7

Q120705WF 51.1 Q140703 94.6

Q120706WF 51.1 Q140704 92.2

Q120707WF 51.1 Q140705 92.5

Q120708WF 51.1 Q140706 94.5

Q120709WF 51.1 Q140707 95.8

Q1208WF 50.2 Q140801 89.3

問13

Q130201WF 50.0 Q140802 96.4

Q130202WF 88.8 Q140803 96.7

Q130202WM 74.8 Q1409 96.4

Q130301WF 88.8 Q141001 90.4

Q130301WM 72.4 Q141002 90.4

Q130302WF 96.7 Q141003 90.4

Q130302WM 94.8 Q141004 90.7

Q130303WF 92.0 Q141101 77.3

Q130303WM 80.3 Q141102 77.3

Q130401WF 88.8 Q141103 77.3

Q130401WM 73.4 Q141104 77.3

Q130402WF 94.3 Q141105 77.3

Q130402WM 86.9 Q141106 77.3

Q130403WF 97.5 Q141107 77.3

Q130403WM 94.2 Q141108 77.3

Q130404WF 96.7 Q141109 77.3

Q130404WM 92.6

Q1305WF 96.5

Q1305WM 86.8

注）不詳割合の単位は％．



付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「全国家庭動向調査プロジェクト」の研究成果であり，

本稿で使用した「国民生活基礎調査」，「全国家庭動向調査」に関する分析結果には，統計法第32条

の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含まれている．
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AnAssessmentofDataQualityofThe5thNationalSurveyonFamily:
EvaluationofSurveyNonresponsesandDataMatchingwiththeDataSetof

the2013ComprehensiveSurveyofLivingConditions

MasakazuYAMAUCHI,KeitaSUGAandJunKIKUCHI

Thisstudyhastwoobjectives.First,weassessthedataqualityofThe5thNationalSurveyon

Family(NSF),whichwasconductedbytheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurity

Researchin2013.Second,weexaminethepracticalfeasibilityofcombiningtwomicro-datasets

inamicro-levelanalysis.Forthefirstobjective,weanalyzebothunitanditem survey

nonresponsesintheNSF.Forthesecond,weperformamicro-levelmatch-mergingoftheNSFto

the2013ComprehensiveSurveyofLivingConditions(CSLC),conductedbytheMinistryof

Health,LabourandWelfare.

Aunitnonresponsereferstothecompleteabsenceofasampledunit'sresponsetoasurvey.In

thestudy,itwasfoundthattheoverallrateofunitnonresponsesinNSFsincreasedfrom24.3%in

the2ndround(1998)to36.0%inthe4th(2008),andtheratewas36.1%inthe5thNSF(2013).

Anexaminationofthedatacollectionprocessrevealedthatthecontactrateinthe5thNSFwors-

enedfromthe4thround,buttheresponserateinthe5thNSFimproved.

Here,thecontactratereferstotheproportionofsampledunitswhocouldbesuccessfullycon-

tactedbyfieldworkers,andtheresponseratereferstotheproportionofcontactedpersonswhofi-

nallysubmittedcompletelyfilledquestionnaires.Thereasonforunsuccessfulcontactswasthat

fieldworkerscouldnotdeliverorcollectquestionnairesduetothelackofeffectivecontacts,and

wefoundthattherateofunsuccessfulcontactsinboththestages(deliveryandcollection)in-

creasedfromthe4thround.

Anitemnonresponsereferstotheabsenceofvalidanswersfromtherespondents.Inthestudy,

ahighernumberofitemnonresponseswasfoundinthe5thNSFcomparedtothe4th.Moreover,

itemnonresponseratesdecreasedintermsofbothvariablesandcasesinthe5thNSFmicro-data

set.However,wefoundthatthedatacleaningprocedureindataprocessing,whichidentifiedincon-

sistentorillogicalanswerstodeterminewhetherasensiblecorrectionwasattainable,generallyim-

proveditemresponseratesamongbothitemsandrespondedunits.

Forthesecondobjective,wenotethat,inprinciple,theNSFmicro-datacanbemergedonaone-

to-onebasistocasesinCSLC,becauseacommonsamplingframeisusedforboth.Inpractice,

however,theexactmatchingcannotberealized.Indeed,wefoundthattheproportionsofmatched

caseswere93.3%ofthe5thNSFunitsand61.7%ofthe2013CSLCunits.

Onthebasisoftheseresults,weencouragethoseusingthe5thNSFdatatoexercisecautionand

beawareofthelimitations.Further,wepointoutdesirablerevisionstothesurveydesign,espe-

ciallyintheconstructionofthequestionnaire,forthenextroundofNSF,whichisscheduledtobe

conductedin2018.


